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V皿 お わ り に
1は じ め に
少年警察 の軌跡は,少 年問題の軌跡の一断 面を示 してい る。それは,い
ずれ の時代 にあって も少年非行の趨勢 に対応 しなければな らな い とい う現
実 の圧 力に促 されて,青 少年 対策,と 歩調を合わせなが ら進 んで きた。 こ
の間を通 して少年 警察が解決 しなければな らない問題を抱 えていない とき
は なか った。 もちろん,制 度 の不整備,人 的物的不整 備 とい う問題 もあ っ
たが,そ れ以上に少年達の生 きる社会は常に変動 してお り,当 然少年 問題
も常に変動 していたか らである。
そ して,現 在,少 年警察はそ の在 り方そ の ものにつ いて,重 大 な岐 路に
立 ってい るといえ るだろ う。偽 りの 自白の強要,冤 罪 な ど頻発す る少年 の
人権 侵害,そ して行政警察機能の肥大化である。
本稿 は,何 故,こ の現在の少年警察 の問題が生 じてきた のかを明 らかに
す る とともに,い かに して少年警察は推移 して来たのか,何 故,少 年警 察
は推移 して来たのか とい う問題につい て,戦 後の約40年を追いなが ら考察
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した ものであ る。
少年警 察の軌跡 は,少 年問題 の軌跡の一断面 であ る以上,少 年非 行の推
移や青少年対策の変遷,さ らには戦後社会の移 り変わ りを も,踏 まえつ つ
辿 らなけれ ぽな らない問題 であるが,そ れは今後の課題 として,当 面は少
年警察 の組織運営等に限定 した形で,通 達等 の資料お よび 各種 デ ータを検
討 した覚 書 として記録す る ものである。
皿 概 説
少年警察 とは,非 行少年等 の補導 ・保護 を要す る状態に ある少年 の保護,
少年の福祉を害す る犯罪 の取 り締 ま り等,少 年 を対象 と したすべて の警察
活動であ るといわれ る1)。少年 警察活動 の運営 の準則 である少年警 察 活 動
要綱 の第2条 は,こ れを 「少年 の非行の防止を図 り,そ の健全な育成に資
す る とともに,少 年 の福祉を図 ることを 目的 とす る 警察 の 活動 をい う。」
と定義 している。
(1}法の 欠 歓
少年警察 とは,少 年を対象 としたすべ ての警察活動 であ ると定 義 されて
いるが,少 年 の処遇を 目的 とした法律 である児童福祉法 や少年法 を通読 し
てみ ると,少 年 を警察 におけ る段階 で どの よ うに取 り扱 うべ きかについ て,
ほ とん ど規定が存在 していない。 わずか に以下の よ うな 規定 があるだけ で
あ る。
① 少年補導活動 に関 し,現 在に至 るまで一貫 した手続 規定 は存 在 しない。
ただ し犯罪 を犯 した少年の捜 査手続 につ いては,少 年 法40条の規定 に よ
り刑 事訴訟 法が適用 される。 緊急を要す る場 合の保護 につ いて も,触 法少
年お よび18歳未満 の虞犯少年 は,児 童福祉法33条に よ り児童 相談所長 の委
託を受けて一・-s時保護が できる。 また,虞 犯 少年は,少 年法13条に よ り同行
状を執行す る ことが できる(少 年法12条,13条)。さ らに,家 庭 裁判所,















































































































































































児 等の救護 協力」を除けば,現 在 の少年警察 の活動分野のほ とん どがす で
に網羅 され ている ことがわ か る。 さ らに,注 目すべ きことは,現 行少年法
が,少 年の年齢を20歳に引 き上げ る5年 ほ ど前であるに もかかわ らず,す
でに この とき少年の年 齢を 「概 ね20歳未満」 としてい ること,そ して少年
の福祉 を害す る犯罪 が家庭 裁判所 の専管事件 とされ る時 よ り2年 ほ ど前で
あ るが,す でに 「少年の虐待,酷 使に関す る犯罪」が少年課 ・少年係 の所
管事項 としてい る ことであ る。 この ように通達では,「 少年警察 」 とい う
名 が使用 されるに先立 って,全 国都道府県警察 に少年課 ない し少年 係を発
足 させ たば か りでな く,今 日に まで通ず る基本方針が打 ち出され てい るの
であ って,ま さに これ を もって 「少年警察 の黎 明」が 告げ られ るとされ る
ところであ る13)。
しか し今 日,少 年警察の活動分野が,問 題少年の補 導 ・保護 と有害環境
の浄化 ・福祉犯 の捜査 に大別 され体系化 され てい ることに比較す る と,通
達に示 され た所轄事項はい まだ体系 化 されてお らず,た だ羅列 され ている
に とどま ってい る。 このこ とは,こ の とき少年課 ・少年係の所轄事項 とさ
れ た事柄相 互の間に共通 した統一理念 を打 ち立て,そ の理念に よって統一
的 に警 察を運営す るためには,当 時諸 々の警察活動 を統一 す る理 念や法制
が まだ整備 されていなか った ことに よるとされ ている。 とい うのは,事 実
上警察は司法,行 政両分野にわた る活動 を していたに もかかわ らず,ま だ,
理論的には行政警察 の作用 と司法警察の作用 は厳 重に区別 され,法 制上 も
刑 事訴訟法等の諸法規に よって活動す べ き司法警察官吏 と行政警察規則 の
系統 の諸法 規に よって勤務すべ き行政警察官吏 とに分け られ,運 営上 も検
察官か らの捜査指 揮 と警察部長か らの行政警察に関す る指揮命令 とに分け
られ ていた と見 られ るか らであ る14)。したが って,こ の ときは まだ少年警
察 活動を体系化す る理 論や制度 の裏付けがなか ったのである。
② 「少年警察 」の発足～通達 「少年警察 の強化について」
① 相次 ぐ法制 の整 備

























































































され てい る よ うに,少 年警察活動 において犯罪 の捜査 と非行の防止活動 と
い うよ うに分断 され る ことな く,司 法 警察 と行政警察 とが統 一的に体系 化
され る ようにな ったのである。 それを可能に したのは前述 した ように旧警
察法 を初 め とす る諸法制 の整備 であ った17)。
さ らに,少 年法3条 に規定 されてい る 「非 行少年」には含 まれ てい ない
「不 良少年」が,問 題少年 とい う概念 の中に含 まれた ことに よって警察 の
補導 の対象 とされ てい ることも,看 過 されてはな らないであ ろ う。 これは
「問題 少年補 導要 領」に受け継がれ,さ らには 「少年警察活動要綱」(2
条 」へ と発展 して行 くのであ る。
{3}「問題少年補導要領」制定
① 「簡 易送致制度 」 の運用 の発足
「問題少年 補導 要領」が制定 され るに先立 って,昭 和25年5月には警察,
検察,家 庭裁判所の三者間 の協議 に より,犯 罪事実が軽 微な初犯 者で将来
再 犯のおそれがない こ と等 の条件を あ らか じめ定めて,警 察が これ らの条
件に該 当す る少年につ いては成人事件 の微罪処分の例に準 じて簡 易な書式
に よって送致す るこ ととした。 これ に よって 「簡易送致制度」 の運用が発
足 した。そ して,こ れは昭和24年1月1日 か ら施行 された少年法 の全件送
致主義 の原則 の実質的 な修正 を意味 していた。
この ときスター トした当時 の簡 易送致は,警 察官が再犯のおそれ の有無
や保護処分 の必要性 につ いて判断 し,再 犯おそれ も,保 護処 分の必要性 も
な く,か つ,一 定 の条 件を満 た している少年事件については,家 庭 裁判所
が原則 として送致 書だけを審査す る ことに よって事案軽微 とい う理 由で審
判不開始の決定をす る方法 であ り,警 察 に実質的 な少年の処分をゆだね る
とい う問題 を含 んでいた。 しか し家庭 裁判所が発 足 したばか りで,人 的物
的施設 も不十分 であ った時代 であ り,ま た具体化 は家庭裁判所 ごとの実情
に応 じ,家 庭 裁判所 と検察官 の指定す る ものに限 られ るとい う,暫 定的 な
措 置 とい う色彩が強 か った。 家庭裁判所 におい て も,全 件送致 の建 前を捨
ててはお らず,警 察側 も 「軽微 な少年事件 の簡 易送致は,き わめて微妙 な
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問題を含んでい るので,そ の取扱 につい て特 に慎重を期」 されたい旨通達
してお り,あ くまでの家庭裁判所 の主導権 を前提 としていたので,か ろ う
じて容認 で きる ものであ った とされ る18)。しか し,そ の後,簡 易送致 の基
準 が不 明確 である等 の理 由に よって再 び三者間の協議 に よ り新た な基準が
設 け られ た昭和44年頃か ら,簡 易送致の運用は大 きな展開 を見せ るのであ
る。
② 「問題少年補導要領」制定
「少年警察の強化について」通達が発せ られ て,そ の10ヵ月後の昭和25
年8月7日,犯 罪少年 ・触法少年等 を警察 で補導す る場合の具体的取扱要
領の基本 として 「問題少年補導要領」が制定 され,そ の 旨通達 された。 こ
の補導要領 では,少 年を取扱 う場合の一一般的 な心構 えや問題 少年 の取扱 い
に関す る手続 が,問 題少年 それ ぞれの類型 ごとに,手 続の時間的流れ に沿
って規定 され ている。以下 の よ うな内容を もつ この補導要領は,後 に 「少
年警察活 動要 綱」が制定 され るまで,全 国共通の少年補導 の準則 とされた。
「問題 少年 補導要領」(抄)
第一 総 則
第1条 この補導要領は,警 察が問題 少年に関 して補導の適正を図 るため
の心構え,手 続,そ の他必要 な事項 を定 め ることを 目的 とす る。






そ の他 の要 保護 少年 とは,次 に掲げ る者をい う。
σ)前 各号該 当 しない少年 であ って不良行為をな し,又 はなす虞 のあ
'る少年。































第10条(報 道上 の注 意)(以上,項 目のみ)
第二 犯罪少年
第11条(少 年被疑事 件の処理)(省 略)
第12条 少 年被疑事件 の捜 査にあた っては,事 件 自体 の究 明に止 ま らず犯
罪 の原 因,動 機,家 庭,環 境,性 質,素 行,経 歴,教 育程 度,心 身の状
況等につ き要保護性 の調査に努めなければな らない。
第13条～第21条(省 略)
第22条 警察官は,そ の捜査 した少年事件 につ き,そ の事実が極め て軽 微
であ り,犯 罪の原 囚及び動機,当 該少年 の性格,行 状及び環境,家 庭の
状況等か ら判 断 して特別 の要保護性が な く家庭 裁判所の審判に付す る必
要がない と認め られ,且 つ検察官又は 家庭 裁判所か らあ らか じめ指定 さ
れた ものについては,被 疑少年 ごとに送致書又は送 付書 を作成 し,毎 月
一・括 して検察官(第3号 様式)に 送致 し若 しくは送付 し,又 は家庭裁判
所(第3号 様式)に 送 致す ることがで きる。但 し左 の各号に該当す る少
年につい ては通常の送致又は送付 の手続 に よる もの とす る。
一,被 疑事実が二以上 ある もの。
二,再 び罪 を犯す虞 があ る と認め られ る もの。
三,か つ て罪を犯 した もの。
2(省 略)
第23条(省 略)
第三 触法少年,第 四 虞犯少年,第 五 その他の要保護少年,
第六 同行状 の執行 その他,第 七 少年補導 カー ド
この補導要領は,先 の通達 「少年警察 の強化について」 の延 長線 上にあ
ると思われ る。 同通達 は非行少年 と不良 行為少年 を包 括 した 「問題 少年 」
とい う用語を生み 出 し,こ の よ うな 「問題 少年」に対す る警 察活動 を 「補
導 」 とい う用語 で表現す る ことに よって,司 法警察 と行政警察 とを総合的
に位 置付ける ことを可能 と したが,こ の補導要領は,そ の成果 を踏襲 しさ
らに掘 り下げた ものである。
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すなわち,通 達 では,「 補導」 とい う用語は まだ ど うい う内容を指す の
かが明確に され ていなか ったが,こ の補導要領では第4条(補 導)で 「警
察官は,発 見検挙 し又は相談を受 けた問題少年について必 要な捜査調査を
行 って,そ の実体 を明 らか に し,個 々の場合 に応 じて最 も適切 なる方法に
よ りその更生 を図るため,関 係機関へ送致,通 告その他適宜の措 置を講 ず
る」 もの として,「補導 」の定 義を明確 に してい る。
また要保護性 の調査に重点を 置いてい ることも,補 導要領 の特徴 であ る。
補導要領は 調査 を,少 年法上警察の職務 とされている非 行の発見活動や犯
罪 少年 に関す る捜査 とひ とまとめに して補導 とい う概 念で包括す る一 方,
「事件 自体 の究 明に止 ま らず犯罪の原因,動 機,家 庭,環 境,性 質,素 行,
経歴,教 育程度,心 身の状況等につ き要保護性 の調査に努めなければな ら
ない」 と少年警察活動 におけ る調査の重要性を強調 してい る。
この ような補導要領 は,少 年警察の活動分野につい てよ り一 層体系化 し,
警察 の果たすべ き役割や活動 の具体的在 り方やその限界等につい て よ り理
論 化 して行 くための,一 つ のステ ップと しての意味 を もっていた。そ して
それは,そ の後の 「少年警察 の推進について」や 「少年警察の運営につい
て」等 の諸通達 を経 て,昭 和35年に 「少年警察活動要綱」の制定 に より一
応の結実 を見 るにいた るのである。
〔4)通達 「少年警察 の推進 につ いて」
昭和27年4}15日,国家地方警察本部次長 よ り管区本 部」<及び隊長にあ
てて 「少年警察 の推進につ いて」通達が発せ られた。それは少年警察活動
の適 正化を図 るための,す なわち少年事件 を適 正に処理す るため少年警 察
活動 の在 り方 を掘 り下げ る次 のステ ップで あった。
この通達が,少 年警察推進 上留意すぺ き事項 として列記 してい る項 目を
挙げ る と,
1.趣 旨
少年は,心 身共 に発達の過程 にあ り,成 人 に比 して判断 力が不完全




























































































































る ことをその主眼 としてい る。
これに よって,少 年警察は名実 ともに成立 した と言われてい る22)。
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